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インバランス料金制度の見直しについて

電力広域的運営推進機関
2019年6月25日

資料４



2はじめに（広域機関の役割を踏まえた本日の説明の目的）

 電力広域的運営推進機関（広域機関）の最も重要な業務は、「全国大での短期的・中長期的な電
力の安定供給の確保」や「全国大での平常時・緊急時の需給調整機能の強化」。

 特に需給ひっ迫時における需給状況改善に広域機関は極めて大きな責任を有し、必要に応じ会員（電
気事業者）に対し電力の融通や電源の焚き増しの指示を行うことが広域機関の重要な役割であること
から、需給ひっ迫時の需給改善に大きな影響を及ぼす需給ひっ迫時におけるインバランス料金制度には
極めて強い関心を有している。

 広域機関の立場からは、後述する電力・ガス基本政策小委員会で整理された新たなインバランス料金の
基本的な考え方の三本柱のうち、「系統利用者に対して需給調整の円滑化に向けた適切なインセンティ
ブとなること」が特に需給ひっ迫時において重要であると考えている。

 インバランス料金制度は小売電気事業者の供給力確保の行動にもつながる制度でもあることから、全国
大での安定供給確保及び需給調整機能の責任を担う広域機関より、特に需給ひっ迫時の需給調整の
円滑化に向けた適切なインセンティブを重視する立場から、調整力が広域調達・運用される状況変化も
踏まえつつ、新たなインバランス料金制度の在り方について広域機関としての見解を説明させていただく。
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新たなインバランス料金の基本的な考え方
（電力・ガス基本政策小委員会における整理）



4新たなインバランス料金の基本的な考え方（電力・ガス基本政策小委員会における整理）

 電力・ガス基本政策小委員会における、新たなインバランス料金制度の在り方の議論の中で、これまでに
顕在化した以下の課題が挙げられた。
 インバランス水準を見て作為的にインバランスを生じさせる事業者の存在
 インバランス収支（インバランス料金収入－調整力コスト）の不均衡
 系統利用者に対して必ずしも需給調整の円滑化に向けた適切なインセンティブとなっていない

 電力・ガス基本政策小委員会において、「新たなインバランス料金の在り方に関する基本的な考え方」、
「インバランス料金として採用する調整力価格」や「補正に用いる卸市場価格」等については、以下のとお
り整理された。
 新たなインバランス料金の基本的な考え方

① 一般送配電事業者が調整力コストを適切に回収できるものであること
② 系統利用者に対して需給調整の円滑化に向けた適切なインセンティブとなること
③ インバランス料金が、実需給の電気の価値を表していること

 限界的な調整力価格V1/V2（稼働した調整力のうち最も高いもの／低いもの）を用いることが適当。
 補正に用いる卸市場価格Pは、限界的な価格（卸市場価格のうち最も高いもの／低いもの）を用いることが

基本。ただし、市場取引停止期間中のインバランス料金については更なる補正が必要。
 限界的な調整力価格V1/V2を用いる場合、一般送配電事業者は実際に要した調整力の変動費以上の収

入を得ることになるため、一定量以上の余剰収支については、系統利用者へ適切な利益の還元を行う仕組み
の検討が必要。

 電力・ガス取引監視等委員会（制度設計専門会合）は、電力・ガス基本政策小委員会から上記の
整理に則った専門的な検討を求められている。



5（参考）インバランス料金制度見直しの背景（電力・ガス基本政策小委員会より）

出所）第7回電力・ガス基本政策小委員会（2018.1.31）資料6
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/007_06_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/007_06_00.pdf
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出所）第7回電力・ガス基本政策小委員会（2018.1.31）資料6
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/007_06_00.pdf

（参考）インバランス料金制度見直しの背景（電力・ガス基本政策小委員会より）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/007_06_00.pdf
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出所）第11回電力・ガス基本政策小委員会（2018.9.18）資料5
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/011_05_00.pdf

（参考）新たなインバランス料金の基本的な考え方（電力・ガス基本政策小委員会における整理）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/011_05_00.pdf


8（参考）限界的な調整力コストの採用、限界的な卸市場価格の採用及びインバランス
余剰収支の系統利用者への還元（電力・ガス基本政策小委員会における整理）

出所）第14回電力・ガス基本政策小委員会（2018.12.19）資料6
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/014_06_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/014_06_00.pdf
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調整力の広域調達・広域運用（需給調整市場）の
開始後における需給ひっ迫とその事前・事後対応策



10調整力を需給調整市場で調達することによる需給調整に係る状況変化

 計画値同時同量の仕組みでは、BGがGCまで自らの需要計画に応じた供給力を準備し、送配電がGC以降の予測誤差や時
間内変動などに対して調整力で調整し、需給を一致させる役割分担となっている。

 現在は、電源Ⅰ・Ⅱにより送配電がエリアで不足すると考えた量のΔkWを送配電が確保し、運用してきた（ΔkW必要量はあ
らかじめ決まっておらず、GC後に発生しうる量より多いΔkWを確保することもある。）。

 今後は、あらかじめ定められた考え方に基づくΔkW必要量（GC後に発生しうる予測誤差）を需給調整市場で調達することに
より、GC後に運用できるΔkWを確保することになるため、GC後に発生する小売の需要予測誤差以上の小売供給力不足に対
しては、BGが供給力を確保することが求められる。そのため、特に需給ひっ迫（またはそのおそれがある）のときは、BGが需要想
定を適宜見直し、自ら必要な供給力を調達し、供給力不足が発生しないようにGCまで行動することが今まで以上に求められ
る。BGにこのような行動を促すことが新たなインバランス料金制度に期待される。

 なお、このインセンティブが十分に機能しなければ、ΔkW必要量（GC後に発生しうる予測誤差）だけでは系統全体として供給
力が不足する可能性があり、その場合は対策として常時調整力をより多く確保しておく必要性が生じうる。

例) ○／△ ●時想定 予備力不足
（調整力/供給力の区別なし）

エリア想定需要

不足

エリア需要
の108％※

[今後]
供給力不足

（小売）

供給力

供給力不足

ΔkW
送配電
調整力

小売
供給力

ΔkW
必要量まで

小売想定需要

[現状]
電源Ⅰ・Ⅱ

運用

供給力

電源Ⅰ
＋

電源Ⅱ

送配電
調整力

小売
供給力

エリアで不足する
と想定した量

送配電はΔkW必要
量（GC以降に発生しう
る予測誤差）まで

BGがGCまで努力
↓

BGの行動を促す
のもインバランス

制度の目的の一つ※ ΔkW必要量を
8％と仮定

送配電
が調達

[現状] [今後]



11調整力の広域運用に伴う需給対策の変化 [イメージ]

 エリアごとの予備率で管理した場合は段階的に需給対策を行うこととなり、節電要請を行うような厳しい状況までに需
給対策を行う時間的な裕度がある。これに対して広域的な予備率で管理した場合、既に広域的に運用しているため、
即、厳しい状況（全エリアで同時に需給ひっ迫）となるため、対策を行う時間的裕度はない。

Aエリア 需給ひっ迫

A＋Bエリア 需給ひっ迫

A＋B＋Cエリア需給ひっ迫

全エリア 需給ひっ迫 全エリア 需給ひっ迫

【エリアごとの予備率で管理】 【広域的な予備率で管理】

節電要請、計画停電準備、大臣会見

→ Aエリア需給対策開始

計画停電実施

→ Bエリア需給対策開始

→ Cエリア需給対策開始

→ 全エリア需給対策開始 → 全エリアで同時に
需給対策開始

広域的な
予備率

10％

8％

6％

5％

( ) …エリア内予備率

(5％)

(5％)(5％)

(5％)(5％)(5％)

(5％) (5％)

時間的裕度あり

時間的裕度あり

時間的裕度あり

時間的裕度なし

（イメージ図）



12（参考）現在の需給対策

 現状では、あるエリアのエリア内予備率が5％以下程度となることが見込まれると、火力のOP（過負荷
運転）や電源Ⅰ’の発動指令を行うなど市場外でメリットオーダーを離れた需給対策を開始する。

 これらの需給対策を織り込んでもエリア内予備率が3%以下となるコマの発生が見込まれた段階で、広
域機関に対して需給ひっ迫融通の要請を行う。広域機関は、一般送配電事業者の要請に基づき各一
般送配電事業者へ融通可能電力の問合せを行い、時間前市場取引を停止して送受電会社に対し需
給ひっ迫融通指示を行っている。
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出所）制度設計専門会合（第37回）（2019.4.25）資料4
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf

（参考）電源Ⅰ’の発動基準

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf


14（参考）小売電気事業者にかかる供給力確保義務

出所）第37回 制度設計専門会合（2018.4.25） 資料4
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf


15（参考）安定供給確保の役割分担（送配電、小売、発電）

出所）第1回 需給調整市場検討小委員会（2018.2.23） 資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2017/files/jukyu_shijo_01_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2017/files/jukyu_shijo_01_04.pdf
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新たなインバランス料金制度に係る論点



17新たなインバランス料金に係る論点（前回の本委員会における事務局案）

出所）制度設計専門会合（第37回）（2019.4.25）資料4をもとに作成
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf

論点①論点②－A論点②ーB

論点③

論点⑤
余剰収支については、系統利用者へ適切な利益の還元を行う仕組み

論点④
調整力kWh価格の引用方法（加重平均／最高価格）

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf


18新たなインバランス料金（広域機関案）

 新たなインバランス料金に係る広域機関の見解は以下のとおり。（詳細は後述）

イ
ン
バ
ラ
ン
ス
料
金

広域的な予備率

（加重平均価格）

3 8~10

1,900

0

※2 ひっ迫融通実施時の広域予備率実績
5.8～9.9% （電源Ⅰ’発動後）

※1 需給検証の 計画停電準備は供給力対策を
やりつくした上での広域予備率3%（H1）

計画停電・負荷遮断
実施 ← 準備

節電要請

給電指令
・追加調達

発動指令電源の発動
（電源Ⅰ’） （平常時）

②-A

※１

③

①

項目 案 備考

① 横軸 広域的な予備率
（連系線混雑考慮）

②-A、②-B、③を前提

②-A 起ち上げの基準点 8～10%
過去のひっ迫融通実績
調整力の広域調達・広域運用（需給調整市
場）の開始による需給調整に係る状況変化

②-B 上限価格到達点 3% 計画停電準備
③ 上限価格 1,900円 電源Ⅰ’追加調達コスト
④ 調整力参照価格 加重平均 ②～④を前提

⑤ 余剰収支の取扱い 送配電が損得なく
清算できる仕組み

容量市場を通じた小売への配分など

②-B

※２

(％)
(円)

⑤ 余剰収支の取扱い
容量市場を通じて送配電が
損得なく清算できる仕組み

④
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余白
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[論点①]
インバランス料金を決める指標について

（需給ひっ迫を表す指標）
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イ
ン
バ
ラ
ン
ス
料
金

広域的な予備率

（加重平均価格）

3 8~10

1,900

0

※2：ひっ迫融通実施時の広域予備率実績
5.8～9.9% （電源Ⅰ’発動後）

※1：需給検証の 計画停電準備は供給力対策を
やりつくした上での広域予備率3%（H1）

②-A

③

①

項目 案 備考

① 横軸 広域的な予備率
（連系線混雑考慮）

②-A、②-B、③を前提

②-A 起ち上げ
の基準点 8～10%

過去のひっ迫融通実績
調整力の広域調達・広域運用（需給
調整市場）の開始による需給調整に
係る状況変化

②-B 上限価格
到達点 3% 計画停電準備

③ 上限価格 1,900円 電源Ⅰ’追加調達コスト
④ 調整力参照価格 加重平均 ②～④を前提
⑤ 余剰収支の取扱
い

送配電が損得なく
清算できる仕組み

容量市場を通じた小売への配分など

②-B
(％)

(円)

④

論点①：需給ひっ迫を表す指標について（広域機関案）

⑤ 余剰収支の取扱い
容量市場を通じて送配電が
損得なく清算できる仕組み

計画停電・負荷遮断
実施 ← 準備

節電要請

給電指令
・追加調達

発動指令電源の発動
（電源Ⅰ’） （平常時）

※１ ※２



22論点①：需給ひっ迫を表す指標について

 系統状況のひっ迫度合は予備力（または予備率）によって表される。予備力不足のケースは ①小売
の供給力が不足、②送配電の調整力が不足、③両方が不足の3ケースとなる。

 事務局提案（「送配電の上げ余力」を横軸）の場合、少なくともケース①のようにΔkWは確保している
が系統全体で不足しているケース（小売事業者による供給力不足に起因）に対してインバランス料金
は高騰せず、系統利用者に対して需給調整の円滑化に向けた動きを促すこととはならない。

 このため、インバランス料金を算定する際の指標値（カーブの横軸）については、調整力ではなく、系統
全体の評価ができるコマごとの予備力（または予備率）の水準としてはどうか。

(例）○／△ ●時想定

予備力不足
（調整力/供給力の区別なし）

エリア需要

不足

エリア需要
の108％※

[ケース①]
供給力不足

（小売）

[ケース②]
調整力不足
（送配電）

[ケース③]
両方不足

（小売・送配電）

供給力 供給力

供給力不足

ΔkW

供給力

ΔkW不足

ΔkW

送配電
調整力

小売
供給力

ΔkW不足

供給力不足

ΔkWΔkW
必要量

※ ΔkW必要量を
8％と仮定



23広域調達・広域運用（需給調整市場）の開始後において広域的な予備率を見ることの必要性

 調整力のΔkWが連系線の運用可能な範囲で広域調達された場合、調整力が各エリアに均等にある
とは限らないためエリア毎の予備率には大小が生じる。このためエリア毎の予備率では需給状況のひっ迫
度合を判断できず、広域的に見ることで初めて予備率が十分にあるかどうかを判断できることになる。

 なお、連系線に混雑が発生した場合は、その混雑が発生した連系線の両側では広域的な予備率に差
が生じることとなるため、混雑のない範囲での広域的な予備率を見ることが必要となる。

北海道
エリア

東北
エリア

東京
エリア

北陸
エリア

中部
エリア

関西
エリア

中国
エリア

四国
エリア

九州
エリア

広域予備率
8.5％

広域予備率
8.0％

広域予備率
7.5％

エリア需要

エリア需要
の108％※

※ΔkW必要量を
8%と仮定

ΔkW

ΔkW

エリアA エリアB

ΔkW

エリアA+B

エリア毎 広域
広域的な予備率の算定のイメージ広域的な予備率を見る必要性

混雑

混雑

赤：広域予備率
青：エリア内予備率

10% 9% 6%

9%

3%

7% 7%

11%

7.5%

仮にエリア内予備率が低かったとしても
広域予備率が十分確保されていれば問題ない



24（参考）制度設計専門会合における需給ひっ迫時のインバランス料金に係る事務局案
（横軸の指標）

出所）第37回 制度設計専門会合（2018.4.25） 資料4
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf


25（参考）ΔkW不足時の対応

出所）第8回需給調整市場検討小委員会（2019.1.24） 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_08_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_08_02.pdf
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[論点②-A]
インバランス料金を上げ始める基準
（需給ひっ迫の事前対策開始）
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項目 案 備考
① 横軸 広域的な予備率

（連系線混雑考慮）
②-A、②-B、③を前提

②-A 起ち上げ
の基準点 8～10%

過去のひっ迫融通実績
調整力の広域調達・広域運用（需給
調整市場）の開始による需給調整に係
る状況変化

②-B 上限価格
到達点 3% 計画停電準備

③ 上限価格 1,900円 電源Ⅰ’追加調達コスト
④ 調整力参照価格 加重平均 ②～④を前提
⑤ 余剰収支の取扱
い

送配電が損得なく
清算できる仕組み

容量市場を通じた小売への配分など
イ
ン
バ
ラ
ン
ス
料
金

広域的な予備率

（加重平均価格）

3 8~10

1,900

0

※2：ひっ迫融通実施時の広域予備率実績
5.8～9.9% （電源Ⅰ’発動後）

※1：需給検証の 計画停電準備は供給力対策を
やりつくした上での広域予備率3%（H1）

②-A

③

①②-B
(％)

(円)

④

論点②-A：需給ひっ迫の事前対策を開始する広域的な予備率について
（広域機関案）

⑤ 余剰収支の取扱い
容量市場を通じて送配電が
損得なく清算できる仕組み

計画停電・負荷遮断
実施 ← 準備

節電要請

給電指令
・追加調達

発動指令電源の発動
（電源Ⅰ’） （平常時）

※１ ※２
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 広域調達・広域運用（需給調整市場）の開始後は、広域的な予備率に基づき需給状況を判断する。仮に
現在と同じ予備率（５％）から事前対策を開始した場合、現在とは異なり既に広域的に相当厳しい需給状
況となっているとともに、取るべき事前対策は時間的裕度がなく、手遅れとなる可能性もある。これは国、広域
機関、各送配電にとって、安定供給確保の観点からは、いわば、未知の領域となる。
 現状では他エリアに余力があるためひっ迫融通を受けられるのに対して、広域調達・広域運用（需給調整市

場）の開始後は、広域運用により既に他エリアの余力を使い果たした状態のため、他エリアに余力は全くない。
 年初のアデカシー（kW）不足の検討と異なり、運用段階の予備率不足は想定誤差の要因がかなり排除されて

おり、想定誤差から余力が出る可能性は低い（管理する水準は同じではない。）。
 広域的な予備率は大規模電源1ユニットの脱落で１％強程度は低下する（電源線事故で複数ユニット脱落す

る可能性もある。）。 → 短時間で3％を下回る可能性があり、予備率には一定程度の裕度が必要。
 日本は欧米より起動に時間を要する発電機が多く、需給ひっ迫が想定される場合は早い段階から事前対策を開

始することが必要。 → 事前対策には時間的裕度が必要。
 実際に需給が徐々に厳しくなり負荷遮断、計画停電を行うとすれば、国民への周知や国としての需給対策の準

備には時間が必要となる。

アラート

単一エリアの予備率で需給対策を開始を判断

②広域的な予備率で判断①エリア内予備率で判断

＝ ＞供給力

予備力
予備率：大 予備率：小

（その場合の広域的な予備率）

広域的な予備率で判断

予備率

他エリアの余力

論点②-A：需給ひっ迫の事前対策を開始する広域的な予備率について（１/２）
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 需給ひっ迫を判断するとメリットオーダーを超えた市場外での需給対策を段階的に開始していくこととなる。
広域的な予備率で需給状況を判断する場合、対策が手遅れとならないよう時間的な裕度をもって対応
するため、現状エリア内で確保している水準（5％）より高い水準から対策を開始することが必要である。

 この点、現在、需給対策を開始し始める広域的な予備力の水準は、過去実績では6~10％程度で
あったことから、まず少なくとも当該水準と同程度の水準（6～10%）は必要ではないか。

 また、前述のとおり、今後、広域的な調達・運用がなされること、需給対策に時間を要すること、電源脱
落などにより急に悪化する可能性もあることなどを踏まえると、需給対策には時間的裕度を確保するため、
過去実績の範囲のうち低い方の水準＋α%、少なくとも2%程度は必要ではないか。

 したがって、需給ひっ迫の事前対策を開始する広域的な予備力の水準は8～10％と設定してはどうか。
 これにより、現在と同じセキュリティレベルから需給対策を段階的にとることができるようになると考えられる。

論点②-A：需給ひっ迫の事前対策を開始する広域的な予備率について（２/２）
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余白
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：需給ひっ迫融通発動コマ(9/8は電源脱落に伴う需給ひっ迫）
※2/21の電源脱落による需給ひっ迫はランク外、2016年度は天候要因によるひっ迫はなし

（参考）2016年度(6月～)の広域的予備率ワースト20
9社平均 50Hz系平均 60Hz系平均

日付 予備率 発生コマ 日付 予備率 発生コマ 日付 予備率 発生コマ
１ 2016/9/8 8.7% 19:00 2016/11/24 6.8% 15:30 2016/9/8 7.5% 19:00
２ 2016/9/6 8.9% 16:00 2016/11/24 6.8% 16:00 2016/8/23 8.0% 17:00
３ 2016/9/6 8.9% 16:30 2016/11/24 6.9% 12:00 2016/9/8 8.0% 19:30
４ 2017/1/24 8.9% 18:30 2016/11/24 7.0% 11:30 2016/8/23 8.2% 19:30
５ 2016/9/6 9.0% 17:00 2016/11/24 7.2% 16:30 2016/8/8 8.3% 17:00
６ 2017/3/15 9.1% 19:00 2016/11/24 7.2% 17:00 2016/8/23 8.6% 17:30
７ 2017/3/15 9.2% 18:30 2017/3/27 7.2% 18:30 2016/8/23 8.7% 18:00
８ 2017/1/24 9.3% 18:00 2017/3/27 7.2% 19:00 2016/8/23 8.7% 19:00
９ 2017/1/24 9.3% 19:00 2016/11/24 7.4% 10:30 2016/8/25 8.7% 17:30

１０ 2016/9/6 9.5% 15:30 2016/11/24 7.4% 11:00 2016/8/2 8.8% 17:00
１１ 2016/10/4 9.6% 17:00 2016/11/24 7.7% 14:30 2016/8/25 8.8% 17:00
１２ 2016/9/6 9.7% 15:00 2016/11/24 7.7% 15:00 2016/9/8 8.8% 20:00
１３ 2016/9/8 9.7% 18:30 2016/9/6 7.9% 16:30 2016/8/5 8.9% 17:00
１４ 2016/9/8 9.8% 17:00 2016/9/6 8.0% 17:00 2016/8/8 9.0% 17:30
１５ 2017/3/27 9.8% 19:00 2016/11/24 8.0% 14:00 2016/8/19 9.1% 17:00
１６ 2016/8/5 9.9% 17:00 2016/11/24 8.1% 13:30 2016/8/19 9.1% 17:30
１７ 2016/8/8 9.9% 17:00 2017/3/15 8.1% 18:30 2016/8/23 9.1% 18:30
１８ 2016/9/6 9.9% 17:30 2017/3/15 8.1% 19:00 2016/8/25 9.1% 18:00
１９ 2016/9/8 9.9% 19:30 2016/11/11 8.4% 17:30 2016/9/27 9.1% 17:00
２０ 2016/10/4 9.9% 18:00 2016/11/11 8.4% 18:00 2016/8/3 9.2% 17:00



32（参考）2016年度(6月～)の広域的予備率年間分布

対象期間：
2016年6月1日～2017年3月31日コマ数（全14592コマ）

予
備
率

コマ数

※2016年度のひっ迫要因はすべて送電線故障
(幸田碧南線、上越火力線)

60Hz系平均

50Hz系平均

△：電源脱落による需給ひっ迫融通発動コマ
×：天候要因による需給ひっ迫融通発動コマ

拡大 予
備
率 8%

10%

過去にひっ迫融通を発動したときの予備率
（50/60Hzエリア別）



33（参考）2017年度の広域的予備率ワースト20
9社平均 50Hz系平均 60Hz系平均

日付 予備率 発生コマ 日付 予備率 発生コマ 日付 予備率 発生コマ
１ 2018/1/25 7.7% 18:00 2018/1/25 5.7% 9:30 2017/8/25 8.2% 20:00
２ 2018/1/25 7.7% 18:30 2018/1/25 5.7% 10:00 2017/8/24 8.3% 17:00
３ 2018/1/25 8.0% 19:00 2018/1/25 5.8% 17:30 2017/8/25 8.3% 20:30
４ 2018/2/1 8.0% 20:00 2018/1/25 5.8% 18:00 2017/8/25 8.4% 17:00
５ 2018/2/1 8.1% 19:30 2018/1/25 5.9% 9:00 2017/8/22 8.5% 17:00
６ 2017/12/13 8.3% 18:00 2018/1/25 5.9% 18:30 2018/2/1 8.5% 8:30
７ 2018/2/2 8.3% 8:30 2018/1/25 6.0% 19:00 2017/8/4 8.7% 21:00
８ 2018/1/25 8.4% 17:30 2018/1/22 6.3% 17:30 2017/8/23 8.7% 17:00
９ 2018/2/1 8.4% 19:00 2018/1/22 6.3% 18:00 2017/8/25 8.7% 17:30

１０ 2018/1/26 8.5% 18:00 2018/1/25 6.5% 10:30 2017/8/25 8.7% 19:00
１１ 2018/1/26 8.5% 18:30 2018/1/25 6.5% 11:00 2017/8/4 8.8% 20:30
１２ 2018/2/1 8.5% 18:00 2018/1/25 6.5% 19:30 2017/8/7 8.8% 19:30
１３ 2018/2/1 8.5% 18:30 2018/1/25 6.7% 8:30 2017/8/25 8.8% 18:00
１４ 2017/10/11 8.6% 18:00 2018/2/22 6.7% 18:30 2017/8/25 8.8% 18:30
１５ 2018/1/26 8.6% 19:00 2018/1/25 6.8% 16:30 2017/8/25 8.8% 19:30
１６ 2017/8/22 8.7% 17:00 2018/1/25 6.8% 17:00 2017/9/7 8.8% 20:00
１７ 2018/1/25 8.7% 19:30 2018/2/1 6.8% 18:30 2018/2/1 8.8% 20:00
１８ 2018/2/1 8.7% 20:30 2018/3/21 6.8% 18:30 2017/8/4 8.9% 17:00
１９ 2017/8/24 8.8% 17:00 2018/1/26 6.9% 17:30 2017/9/7 8.9% 13:30
２０ 2017/10/10 8.8% 18:00 2018/1/26 6.9% 18:00 2017/9/7 8.9% 17:00

：需給ひっ迫融通発動コマ(すべて天候要因に伴う需給ひっ迫（電源トラブルによる需給ひっ迫は2017年度はなし））



34（参考）2017年度の広域的予備率年間推移
対象期間：
2017年4月1日～2018年3月31日コマ数（全17520コマ）

予
備
率

拡大 予
備
率

コマ数

※2017年度のひっ迫要因はすべて需要増
（電源脱落による融通はなし）

60Hz系平均

50Hz系平均

△：電源脱落による需給ひっ迫融通発動コマ
×：天候要因による需給ひっ迫融通発動コマ

8%

過去にひっ迫融通を発動したときの予備率
（50/60Hzエリア別）

10%



35（参考）2018年度の広域的予備率ワースト20
9社平均 50Hz系平均 60Hz系平均

日付 予備率 発生コマ 日付 予備率 発生コマ 日付 予備率 発生コマ
１ 2018/7/18 6.5% 17:00 2018/8/22 5.6% 16:30 2019/1/10 6.6% 18:30
２ 2018/8/23 6.8% 16:30 2018/8/22 5.6% 17:00 2019/1/10 6.7% 18:00
３ 2018/8/22 6.9% 17:00 2018/7/18 6.1% 16:30 2018/7/18 6.9% 17:00
４ 2018/8/3 7.0% 17:00 2018/7/18 6.1% 17:00 2019/1/10 6.9% 19:00
５ 2018/8/23 7.0% 17:00 2018/8/23 6.1% 16:30 2018/8/3 7.1% 17:00
６ 2018/8/23 7.1% 16:00 2018/8/23 6.1% 17:00 2019/1/10 7.1% 17:30
７ 2018/7/25 7.4% 17:00 2018/8/2 6.3% 17:00 2018/7/25 7.2% 17:00
８ 2018/8/22 7.5% 16:30 2018/8/2 6.4% 16:30 2018/8/23 7.4% 16:30
９ 2018/7/19 7.7% 17:00 2018/8/23 6.4% 14:00 2018/7/18 7.5% 18:30

１０ 2019/1/10 7.7% 18:30 2018/8/23 6.4% 16:00 2018/7/25 7.5% 18:30
１１ 2018/7/18 7.8% 16:30 2018/8/1 6.5% 16:30 2018/7/18 7.7% 19:00
１２ 2019/1/10 7.8% 18:00 2018/8/1 6.5% 17:00 2018/7/25 7.7% 17:30
１３ 2019/1/10 7.8% 19:00 2018/8/22 6.5% 15:30 2018/7/25 7.7% 18:00
１４ 2018/8/3 7.9% 16:30 2018/8/23 6.5% 15:30 2018/8/23 7.7% 16:00
１５ 2018/8/23 7.9% 15:30 2018/7/19 6.6% 16:30 2019/1/10 7.7% 19:30
１６ 2018/7/23 8.0% 17:00 2018/7/19 6.6% 17:00 2018/7/18 7.8% 17:30
１７ 2018/8/23 8.0% 15:00 2018/8/22 6.6% 16:00 2018/7/18 7.8% 18:00
１８ 2019/1/10 8.0% 17:30 2018/8/23 6.6% 15:00 2018/8/23 7.8% 17:00
１９ 2018/7/20 8.1% 17:00 2018/8/23 6.7% 13:30 2018/7/18 7.9% 19:30
２０ 2018/7/18 8.3% 17:30 2018/8/23 6.7% 14:30 2018/8/22 8.0% 17:00

：需給ひっ迫融通発動コマ(7/18,1/10は天候要因に伴う需給ひっ迫）
※10/17,18の電源トラブルによる需給ひっ迫はランク外



36（参考）2018年度の広域的予備率年間分布

60Hz系平均

50Hz系平均

対象期間：
2018年4月1日～2019年3月31日コマ数（全17520コマ）

予
備
率

△：電源脱落による需給ひっ迫融通発動コマ
×：天候要因による需給ひっ迫融通発動コマ

※ひっ迫要因 1/10,7/18：需要増、PV下振れ
10/17,18：電発橘湾トラブル

拡大 予
備
率

コマ数

8%

過去にひっ迫融通を発動したときの予備率
（50/60Hzエリア別）

10%
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出所）調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（第7回）（2016.9.20）資料2参考資料
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_07_02_sankou.pdf

（参考）電源脱落の影響規模（単機最大容量が系統容量に占める割合）

 電源脱落に備えるため、系統容量の1～2％程度（夏季H3比）の調整力が必要。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_07_02_sankou.pdf


38（参考）ΔkWを確保するタイミング（発電機の起動時間）

出所）第38回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.4.19） 資料3-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_38_03_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_38_03_02.pdf


39（参考）発動指令電源の発動方法

出所）第10回 需給調整市場検討小委員会（2019.3.28） 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_10_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijyo_10_02.pdf
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余白
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[論点②-B]
インバランス料金が上限価格に到達する基準
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イ
ン
バ
ラ
ン
ス
料
金

広域的な予備率

（加重平均価格）

3 8~10

1,900

※2：ひっ迫融通実施時の広域予備率実績
5.8～9.9% （電源Ⅰ’発動後）

※1：需給検証の 計画停電準備は供給力対策を
やりつくした上での広域予備率3%（H1）

②-A

③

①

項目 案 備考
① 横軸 広域的な予備率

（連系線混雑考慮）
②-A、②-B、③を前提

②-A 起ち上げ
の基準点 8～10%

過去のひっ迫融通実績
調整力の広域調達・広域運用（需給
調整市場）の開始による需給調整に係
る状況変化

②-B 上限価格
到達点 3% 計画停電準備

③ 上限価格 1,900円 電源Ⅰ’追加調達コスト
④ 調整力参照価格 加重平均 ②～④を前提
⑤ 余剰収支の取扱
い

送配電が損得なく
清算できる仕組み

容量市場を通じた小売への配分など

②-B
(％)

(円)

④

論点②-B：インバランス料金が上限価格に到達する基準について（広域機関案）

⑤ 余剰収支の取扱い
容量市場を通じて送配電が
損得なく清算できる仕組み0

計画停電・負荷遮断
実施 ← 準備

節電要請

給電指令
・追加調達

発動指令電源の発動
（電源Ⅰ’） （平常時）

※１ ※２



43論点②-B：インバランス料金が上限価格に到達する基準について

 従来、政府においては、需給ひっ迫警報（計画停電の可能性の公表）を、最大限の融通を受
けてもあるエリアの供給予備率が3％を下回る見通しとなった場合に発令することとしており、遅くと
も発令時点では計画停電の発動準備に入っていることとなる。

 また、計画停電の実施の発表を、最大限の融通を受けても供給予備率が１％程度を下回る見
通しとなった場合に行うとされている。

 仮に需給ひっ迫時のインバランス料金について、インバランス料金の上限価格に達する水準を
１％と設定した場合は、計画停電を実施しているにもかかわらず、インバランス料金は上限価格
に達しておらず、インバランス料金制度による需給調整が最大限が図られているとは言えない。

 このため、需給ひっ迫警報の発令時点、具体的には最大限の融通を受けるなどできる限りの対策
をしても、あるエリアの供給予備率が３％を下回る水準となった時点では、少なくともインバランス
料金は上限価格に達していることが基本となるのではないか。

 したがって、広域調達・広域運用（需給調整市場）の開始後は、需給ひっ迫時のインバランス
料金の横軸の基準点のうち、需給ひっ迫時のインバランス料金の上限価格に達する水準は低くと
も3％に設定する必要があるのではないか。



44（参考）今夏の電力需給対策について（案）
電力需給に関する検討会合 エネルギー・環境会議

２．今夏の電力需給対策
- ２－２．各電力会社管内の需要家に対する要請
- （３）中西日本（中部、関西、北陸、中国、

四国、九州電力）

「これらの数値目標を伴う節電を要請することにより、中
西日本全体において、＋3％以上の供給予備率を確
保する」

（東日本震災後の需給検証）
供給面、需要面の対策を講じた上で、3％以上の
供給予備力を確保することを求めている。
その上で、セーフティネットとしての計画停電の準備
を実施することとなる。

出所）電力需給に関する検討会合 エネルギー・環境会議
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/electricity_supply/20120518/siryou3.pdf

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/electricity_supply/20120518/siryou3.pdf


45（参考）制度設計専門会合における議論（横軸の基準点）

出所）第37回 制度設計専門会合（2018.4.25） 資料4
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf
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[論点③]
需給ひっ迫時のインバランス料金の上限価格
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（加重平均価格）
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※2：ひっ迫融通実施時の広域予備率実績
5.8～9.9% （電源Ⅰ’発動後）

※1：需給検証の 計画停電準備は供給力対策を
やりつくした上での広域予備率3%（H1）

②-A

③

①

項目 案 備考
① 横軸 広域的な予備率

（連系線混雑考慮）
②-A、②-B、③を前提

②-A 起ち上げ
の基準点 8～10%

過去のひっ迫融通実績
調整力の広域調達・広域運用（需給
調整市場）の開始による需給調整に係
る状況変化

②-B 上限価格
到達点 3% 計画停電準備

③ 上限価格 1,900円 電源Ⅰ’追加調達コスト
④ 調整力参照価格 加重平均 ②～④を前提
⑤ 余剰収支の取扱
い

送配電が損得なく
清算できる仕組み

容量市場を通じた小売への配分など

②-B
(％)

(円)

④

論点③：需給ひっ迫時のインバランス料金の上限価格について（広域機関案）

⑤ 余剰収支の取扱い
容量市場を通じて送配電が
損得なく清算できる仕組み

計画停電・負荷遮断
実施 ← 準備

節電要請

給電指令
・追加調達

発動指令電源の発動
（電源Ⅰ’） （平常時）

※１ ※２
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 エリア内の予備率が3%を下回る見通しとなった際に行われる計画停電の準備（計画停電の可能性の
公表）などの需給対策を実施するより前に、系統利用者が十分対策をするインセンティブとなるインバラン
ス料金の水準となっていれば、系統利用者はこの価格水準までの対策をできる限り実施すると考えられる。
このため節電や計画停電のお願いをしたとしても、需要家から一定程度の理解を得られるのではないか。

 その際の上限価格は、発電事業者が玉出しを行う水準になると考えると、この価格は実際に固定費を含
めたコスト回収ができる水準である必要がある。

 現在の電源Ⅰ’発動実績をもとに運転継続可能時間を踏まえて算定した単価である600円/kWhは、最
大限運転した場合の時間単価であり、この価格で十分に費用回収できると発電事業者が判断して玉出
しするとは考えにくい。

 需給ひっ迫ないしは需給ひっ迫に陥るおそれのある状況において事業者の玉出し（の判断）を促すため、
費用回収できる水準として想定発動回数をもとに算定した単価である1,900円/kWhを選択することが
妥当ではないか。

（参考） ERCOTにおけるScarcity PricingではVoLLはエネルギー市場の加算した後で9,000$/MWh
（1,000円 /kWh程度）。

論点③：需給ひっ迫時のインバランス料金の上限価格について
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 また、このような仕組みを設けることで、需給がひっ迫した状態においてBGは卸市場により供給力を調達す
るニーズが格段に高まると考えられる。これにより今まで国の要請などで創出してきた自家発や需要抑制と
いったものが卸市場で取引されることを通じて需給改善されることとなる。

 仮に上限価格を600円とした場合、不足インバランスを出すおそれがあればBGはこの上限価格までは供
給力を確保して不足インバランスを出さないような行動をとることが考えられる。

 さらに、上限価格を1,900円とした場合には、より一層供給力を確保する行動をとることになる。あわせて、
この価格までは費用回収できることとなるため、自家発やDRといったリソースの玉だしも進むこととなる。

 このため、卸電力取引所自体のトラブルの場合を除き、今後は災害時など需給ひっ迫時においても可能
な限り卸電力取引所の取引を停止しないこと が、国や広域機関からだけでなく、全ての系統利用
者から望まれることとなるのではないか。

 これにより市場外でメリットオーダーでない需給対策を行うのではなく、市場の中で需給対策がなされていく
ように変わっていくことが考えられる。

 なお、需給対策の開始時に行う対策としては、発動指令電源への指令が考えられる。発動指令電源に
ついては、広域機関の需給調整市場検討小委員会において、発動指令を受けたアグリゲーターが時間
前市場に玉出しを行い、それを小売事業者が調達する機会を得ることとしている。このため、小売事業者
が活用しうる水準であることが必要であり、需給対策の過去実績に基づく予備率からインバランス料金を
立ち上げることとも整合する。

インバランス料金に基づく需給改善と卸電力取引所との関係

【P】



51（参考）供給力を追加的に調達する場合に必要となるコスト

出所）制度設計専門会合（第37回）（2019.4.25）資料4（コメント追加）
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf

発電事業者が電源を供出した際に
回収できるコストは最大で1,900円/kWh

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/037_04_00.pdf


52（参考）停電コスト（VoLL）

出所）第4回 電力レジリエンス等に関する小委員会（2019.3.5）
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/resilience/2018/files/resilience_04_03_01.pdf
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[論点④]
調整力kWh価格の引用方法
（加重平均／最高価格）
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※2：ひっ迫融通実施時の広域予備率実績
5.8～9.9% （電源Ⅰ’発動後）

※1：需給検証の 計画停電準備は供給力対策を
やりつくした上での広域予備率3%（H1）

②-A

③

①

項目 案 備考
① 横軸 広域的な予備率

（連系線混雑考慮）
②-A、②-B、③を前提

②-A 起ち上げ
の基準点 8～10%

過去のひっ迫融通実績
調整力の広域調達・広域運用（需給
調整市場）の開始による需給調整に係
る状況変化

②-B 上限価格
到達点 3% 計画停電準備

③ 上限価格 1,900円 電源Ⅰ’追加調達コスト
④ 調整力参照価格 加重平均 ②～④を前提
⑤ 余剰収支の取扱
い

送配電が損得なく
清算できる仕組み

容量市場を通じた小売への配分など

②-B
(％)

(円)

④

論点④：参照する調整力価格の引用方法（広域機関案）

⑤ 余剰収支の取扱い
容量市場を通じて送配電が
損得なく清算できる仕組み

計画停電・負荷遮断
実施 ← 準備

節電要請

給電指令
・追加調達

発動指令電源の発動
（電源Ⅰ’） （平常時）

※１ ※２



56論点④：参照する調整力価格の引用方法

 調整力単価の参照については、前回までの議論で、調整力の発動実績ではなく、広域需給調整システ
ムの指令値を採用し、15分単位の限界費用の加重平均か最高価格かという議論があり、事務局提
案では加重平均が妥当という整理であった。

 インバランス料金に参照する調整力価格としては、需給ひっ迫時の不足インバランス解消に向けた行動
という観点からは、加重平均※1によるインバランス料金では必ずしも十分な水準とは言えないが、前述の
価格高騰の仕組みがこの機能を担保できる水準で決まるのであれば、需給ひっ迫時のインバランス料金
が価格高騰の仕組みにより決定されるため、調整力単価の参照については平常時のインバランス料金と
考えることができる。これを前提とすれば、調整力の参照価格を「加重平均」として問題ないと考えられる
のではないか。

 なお、発動指令電源は時間前市場に玉出しされることでBGの不足インバランスの解消に寄与することと
なるが、約定されない場合は調整力として使用されるため、このような場合においては、発動指令電源の
価格が需給ひっ迫時の調整力の限界電源であることから、インバランス料金を算定する調整力の参照
価格に発動指令電源が含まれることが必要。 ※2

※1 30分コマにおける前半15分の最高価格と後半15分の最高価格の加重平均
※2 広域需給調整システムの指令値でインバランス料金を算定する場合、別途システム外で指令される発動指令電源等の調整力の

コストを反映する仕組みが必要。



57（参考）インバランス料金と不足インバランスの関係

出所）第38回制度設計専門会合（2019.5.31）資料5（コメント追記）
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/038_05_00.pdf

30分単位の不足インバランスを埋めるには
BGが13円の電源を30分単位で調達する
必要があり、加重平均の12.4円ではBGが
調達する動機とはならない。

 インバランス料金（30分単位）を15分単位の調整力の限界費用で算定した場合、15分単位でBGが計画値・実績
値を認識し、15分単位で調達できれば、インバランス料金は15分単位の調整力の加重平均で表現されることは適当。

 現状では30分単位でしかBGが計画値・実績値を認識できず、かつBGは調達を30分単位で行うため、15分単位の
加重平均では不足インバランスを十分に解消する動機となるインバランス料金水準にはならない可能性があり、BGが不
足インバランスを発生させる行動をとる可能性がある。

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/038_05_00.pdf


58

[論点⑤]
インバランスによる余剰収支の取扱い
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※2：ひっ迫融通実施時の広域予備率実績
5.8～9.9% （電源Ⅰ’発動後）

※1：需給検証の 計画停電準備は供給力対策を
やりつくした上での広域予備率3%（H1）

②-A

③

①

項目 案 備考
① 横軸 広域的な予備率

（連系線混雑考慮）
②-A、②-B、③を前提

②-A 起ち上げ
の基準点 8～10%

過去のひっ迫融通実績
調整力の広域調達・広域運用（需給
調整市場）の開始による需給調整に係
る状況変化

②-B 上限価格
到達点 3% 計画停電準備

③ 上限価格 1,900円 電源Ⅰ’追加調達コスト
④ 調整力参照価格 加重平均 ②～④を前提
⑤ 余剰収支の取扱
い

送配電が損得なく
清算できる仕組み

容量市場を通じた小売への配分など

②-B
(％)

(円)

④

論点⑤：余剰収支の取扱い（広域機関案）

⑤ 余剰収支の取扱い
容量市場を通じて送配電が
損得なく清算できる仕組み

計画停電・負荷遮断
実施 ← 準備

節電要請

給電指令
・追加調達

発動指令電源の発動
（電源Ⅰ’） （平常時）

※１ ※２



60論点⑤：余剰収支の取扱い

 30分単位のインバランス料金を広域運用調整力の指令値の前後半15分の最高価格の加重平均とした
場合、基本的には送配電は調整力コストを回収できると考えられる。
※ 30分コマで上げ／下げが混在する場合は回収できず、上げ／下げ相殺の仕組みだとより回収できなくなる。ただし、

そのコマ数の程度は定かではなく、全体への影響は現時点でわからないという点は考慮が必要。
 インバランス料金の基本的な考え方では「送配電が調整力コストを適切に回収できるものであること」とある

一方、「一定量以上の余剰収支については、系統利用者への適切な利益の還元を行う仕組みの検討が
必要」ともある。そのため送配電にとって損得なく余剰収支を管理し、事務コスト等を除く余剰分を系統利
用者に還元することが必要となる。

 需給ひっ迫時にインバランス料金が上昇する仕組みであれば、高値のインバランス料金の支払い回避のた
めに系統利用者がDRを確保する行動を取ることなどが考えられる。これは容量市場の落札にも影響を与
える可能性がある。

 広域機関による米国（ERCOT）に対するヒアリングでは、中長期の容量確保をエネルギー市場の価格ス
パイクで実現するためScarcity Pricingの仕組みが導入されており、一方で系統利用者が先物市場でス
パイクをヘッジするための行動をとることから価格高騰はあまり発生していないが、この先物市場の資金が設
備投資につながり容量確保の一助となっているとのこと。

 このようにScarcity Pricingの仕組みと容量市場は、容量確保という面で互いに関係するため、インバラン
ス制度による余剰収支は容量市場において小売事業者に還元することが適切ではないか。

 これにより、需給ひっ迫時に不足インバランスを出した小売事業者が高額な支払いを行うことになるため、
特に需給ひっ迫時の不足インバランスを抑制するインセンティブになるとともに、ここで生まれた余剰収支を
容量市場で還元し、小売事業者が負担する容量拠出金を抑制することにもなるのではないか。
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まとめ

（新たなインバランス料金の考え方に係る広域機関の見解）



63需給対策から考えたインバランス料金カーブ案
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※2：ひっ迫融通実施時の広域予備率実績
5.8～9.9% （電源Ⅰ’発動後）

※1：需給検証の 計画停電準備は供給力対策を
やりつくした上での広域予備率3%（H1）

②-A

③

①

 以上より、混雑のない範囲での広域的な予備率を横軸としインバランス料金カーブを以下のとおりとして
はどうか。

項目 案 備考

① 横軸 広域的な予備率
（連系線混雑考慮）

②-A、②-B、③を前提

②-A 起ち上げの基準点 8～10%
過去のひっ迫融通実績
調整力の広域調達・広域運用（需給調整市
場）の開始による需給調整に係る状況変化

②-B 上限価格到達点 3% 計画停電準備
③ 上限価格 1,900円 電源Ⅰ’追加調達コスト
④ 調整力参照価格 加重平均 ②～④を前提

⑤ 余剰収支の取扱い 送配電が損得なく
清算できる仕組み

容量市場を通じた小売への配分など

②-B
(％)

(円)

④ ⑤ 余剰収支の取扱い
容量市場を通じて送配電が
損得なく清算できる仕組み

計画停電・負荷遮断
実施 ← 準備

節電要請

給電指令
・追加調達

発動指令電源の発動
（電源Ⅰ’） （平常時）

※１ ※２
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（参考）ERCOTのScarcity Pricingの考え方に
基づく試算



65需給対策から考えたインバランス料金カーブ案

イ
ン
バ
ラ
ン
ス
料
金

広域エリアの予備率（％）

（調整力の最高価格）

3 8~10

VoLL

0

計画停電・負荷遮断

実施 ← 準備
節電要請

給電指令・追加調達
ひっ迫融通

電源Ⅰ‘発動
→発動指令電源の発動

（平常時）

※ひっ迫融通実施時の
広域予備率実績
5.8～9.9% （電源Ⅰ‘発動後）

※需給検証の 計画停電準備は
供給力対策をやりつくした上で
広域予備率3%（H1）

ERCOT同様の考え方で試算



66ERCOTを参考に試算

VoLL

・電源Ⅰ必要量算定時の諸元を活用
・残余ピーク95%以上のコマを対象（再エネ予測誤差（特例①③）影響の少ない時間帯）
・予備率確保は8%
・残余需要予測誤差実績
・計画外停止（計画外停止率2.6%）
・上記諸元をもとにモンテカルロシミュレーションで試算

広域予備率（％）

予備力を使い切る確率

※実際適用する際は、季節、時間帯毎など詳細に分析する必要や、再エネ予測誤差（FIT特例①③）の扱いなど
更なる検討が必要

（諸元）
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（参考）ERCOTのScarcity Pricingの考え方
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＜ERCOTの説明＞
1. Scarcity Pricingの考え方であるが、リアルタイムの需給状況に依存している。オンラインで把握できてい

る発電機の容量と需要の差が予備力であり、これをリアルタイムの予備力として算定する。
2. リアルタイムの地点別限界価格（LMP）は、送電制約を考慮したSCED（Security Constrained

Economic Dispatch）に基づき算定され、最終的なLMPはLOLPに基づくPrice Adderが追加され
た価格となる。下記の式のVoLLはテキサス州公益事業委員会によって政策的に決定されており、現在
は9,000ドル/MWh（1,000円/kWh相当）である。

LMP（final）＝LMP＋Price adder
Price adder ＝（VoLL－system lamda）×LOLP（ORDC）

3. VoLLに到達する最低の予備力水準（Minimum contingency reserve level ）は、テキサス州
公益事業委員会が決定しており、2,000MWとしている。この水準は、年間を通じて変わらない。調整力
の必要量などから科学的に決められた数字ではない。政策的に決められている。規模感で言えば、
2,000MWはERCOT管内の年間ピーク需要の3%程度に相当する。

4. オフラインの電源等の起動などの措置を開始する予備力水準は3,000MW程度であり、負荷遮断を行
う予備力水準は1,000MW程度である。市場外の措置を講じるという観点で2,000MWと政策的に決
められた。

5. 価格高騰し始めるカーブについては、実需給1時間前の予備力に基づく関数であり、これがLMPに加算さ
れる（Price adder）。このカーブの関数は季節毎に変化し、過去の誤差実績のデータから正規分布
に基づき計算される。ここでいう誤差とは、１時間前の予備力の予測と実績の差（つまり１時間前から
の需要予測誤差、再エネ予測誤差、電源脱落などの合計）である。

調査結果概要＜Scarcity Pricingの需要曲線の考え方＞
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出所）Scarcity Pricing in ERCOT (ERCOT 2016)
https://www.ferc.gov/CalendarFiles/20160629114652-3%20-%20FERC2016_Scarcity%20Pricing_ERCOT_Resmi%20Surendran.pdf

VOLL=9,000$/MWh
（Value of Lost Load）

X=2,000MW
（Minimum contingency reserve level）

VoLLの変遷

調査結果概要＜Scarcity Pricingの需要曲線の考え方＞



70調査結果概要＜Scarcity Pricingの需要曲線の考え方＞

 1時間前の予備力とリアルタイムの予備力の差（Reserve Error）を正規分布として統計処理し平
均（μ）、標準偏差（σ）を算定。

 これを、季節毎に4h×６ブロックに分けて算定。



71調査結果概要＜Scarcity Pricingの需要曲線の考え方＞

 算定された平均値、標準偏差から、供給力が不足する累積分布関数（CDF）を算定。
 これから予備力R（MW）の時のLOLP（R）が算定される。
 これらは、季節毎、時間帯毎（4時間×６ブロック）に算定される。

LOLP＝１－CDF（累積分布関数）

Reserve

LOLP

0

1
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